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院議冨 蒻疇麟饂 院 立民 ・ 古賀之士参議院議員 ネ土民 ・ 新垣邦男衆議院議員 ＃通巨 田村貴昭衆議院議員

通常国会審議にあた り、 議貝
個人が最も力を入れている政
策 · 事柄を教えて く ださい。

厚生労働省が本年 1 月 6 日に発表した昨
年1 1月分の毎月勤｀ 姐l潟立 （速報） に
よれば、 ぽ臼貨金」 は前年同月比よ ')
3B％減 り ま した。 その減少幅は 8 年 6
ヶ月ぷりの大きさだそうです。 一方、 実
質金味算9こ用いる消口者窃価指数の
上昇率は、 前年同月比45％と、 1981年6
月以来の高さだそうです。 逆展している
格差拡大に加えて、 円安などを背景と し
た異常な初価高、 賃金上昇率の低さで、
市民の多く は生活が困窮してい衷す。 ど
のような施岬が；；も有効だと思われます
か ？ 口画答く ださいc

日本社会では人口減少 ， 少子忘齢化が衷
すます進み、 2022年に生まれた新生児数
細万人を下回ったと報追されています
。 子吉て世代への政策、 子どもに対する
政策についてのお考えを、 口引答 く ださ・

い。

中国 （中理人民共和国 とヴ関係につい
てです。 中国は総人口数が14,fllを超え、
GDP （国内総生産 は日本の 3 倍近くあ
る国です。 日本にと って最大の貿易相手
国であり、 輸出 ・ 輸入総額はともに全体
の20％台を占めています。 日系企業の進
出も盛んで、 中国における掬点数は 3 万
を超えています。 また、 日本名地でイン
パウン ド （訪日外国人観光客） 亭業にカ
が入れられていますが、 中国からの観光
客苓致は大きな柱となっています。 こ う
した中国との外交関係について、 どのよ
うな形をめざすべきとお考えで し ょ う か
? "回答く ださい。

岸田政権は、 臨味国云閉＾1llの12月16日
、 「台湾有茎」 「北朝鮮のミサイル問題
」 などに対処するためと して、 1l11議決定
で安保3 文宮の改定を決定しま した す
でに2015年 9 月に制定された安保法制を
前とする 「反撃能力」 と称する敵旦地
攻撃能力の保有などについてのお考えを
、 こ回笞く ださい、�

同 じ く 岸田政権が打ち出 した①防衛予算
の虹、 味の財源と しての増税、 建設
巨貞C液用などについてのお考えを、 ご
巨 く ださい。

岸田政権は、 原発政策の転換も図ろう と
しています。 今回打ち出された①原発の
4均稼慟の原則をの年に延長する、 ⑦
次世代型革新炉」 の開発 · 建設を行う と
いう方針について、 どのようにお考えか
、 ご回答く ださい。

統一協会問厖について伺います。 自民党
国会議員 · 地方議員と統一 協会との癒着
が明らかになり ま したc 統一協会の栢策
は、 ジェンダー政策などにも影響するな
ど、 政界への浸透は深刻で丸 被害者救
済とは別に、 この問閉についていかにお
考えか、 こ回答く ださい。

市民連合ふく おかは、 市民と野党の共闘
、 野党間の共問によって国政の流れが変
わるこ とを目指して活動しています。 国
会内 ・ 国政選挙などの国政における共闘
について、 どのようにお考えか、 ご回答
く ださい。 。

内閣委員会 （理事） を中心に、 新型コ ロナ対策および予算審
議において関連予豆精査に注力 します。 党税制調査会事務局
長と して防衛増税について政府を質 していきます。 併せて、
災害対策特別委員会にて危樋也理対策に取り組みます。

＂ ・ 少子化対策について
• こ ども予算倍増について
・ 保育の質の向上について
・ 教職員の長時間労備の足正について
・ 食料安全保障について
・ 地産地消 ・ オーガニ ッ ク
・ 再生可能エネルギーの推進について ⑱狼摺翫ついて）
・ アスベス ト対策について
・ ウーマノ ミ ク ス、 ジェ ンダー平等について
• DVの根絶と被害者支援について
• 西日本豪雨被災地の振興について

暉的かっ匹な賃上げが最も有効な施策です。 それを可能
とするため、 屡用数の大半を 占める中小零細企業の貨上げを
社会保険における企業負担軽減を通 じて後押 し します 議員
立法提出済） 。

" ・ 早期に、 最も困窮 しているひと リ親家庭の支援 （早期の
児童扶養手当、 児童手当の拡充）
• 長期的 ( 1 0 年程度） には、 明石市で実証されているよ う

に、 まずこ ども予算を倍増する こ とで、 商店街が潤い、 出生
率が向上 し、 税収が高ま り、 高齢者や障がい者の福祉の充実
させるよ う な地域経済の好循環を生む。
・ ペロ ブスカイ ト （太陽）＇し発雹 、 洋上風力、 地熱などによ

る グ リ ーン経済を発展させ、 エネルギーの地産地消を実現す
る。 頃在、 石油 ・ 石炭など化石燃料の購入で年間 2 0 兆円
程度の国富が海外に流れているが、 こ れが不要になれば、 生
活困窮者対策やこ ども予算教育予算の財源ともなる）
・ 化学肥料、 農薬、 農業頁材が高騰 してお り 、 オーガニ ック

農業に転換する好機ともいえる。 オーガニ ック農業が魅力的
leなるよ う 国が支援する こ とで、 若者、 女性、 陀がいをもっ
方 ば福連携） の新規就農を促す。

児手当の年齢拡大、 所得制限廃止、 二人目以降の保育料無
料化、 など、 子育てに係る一段の金銭的負担孵減の制度化が
不可欠です。 経済的安心と ともに、 も しもの安心を社会全体
で醸成する必要があ り ます。

まざにこの点について、 2 月 9 日 に予算委員会で哲疑を行い
ま した。 議事録味定積）を添付させていただきます。

体制、 軍事動向、 経済支配、 資源差配等、 大きな振れ幅が想
定される中国政治 ・ 経済の変動 l) スクに広く 構えるためには
、 外交対話チ ャネルを常時強化 していかなければな リ ません
c コ ロナ感染拡大の状況もみつつ、 コ ロナ禍で減速 した民間
交流を進める こ とも大切です。

平和国家日本に期待される こ とは、 東西を融合する特別な貢
献、 すなわち、 法の支配、 基本的人権、 斥キキ革、 人間の安
全保障 核四酎 核不拡散などを普遍的な価値と して米中を
含む国際社会に説く と と も に、 互いの共通利益を発展させる
取組みなど米中の緊張緩和に向けた努力を展開 していく こ と
です。 力ではな く 、 「ルールによる秩序形成」 において主要
な役割を果た していきます。

中国との向き合い方は現下の最大の外交課題です。 中国と
の間には尖閣諸島をは じめ様々な懸案はあるものの、 中国と
の安定 した友好的な関係の構築は安全伴戸震境の改善に最も
大きな影響があ り ます。

首脳会談をは じめ緊密な意思疎通を行い、 細去い共通利益
や協力の具体策を探るべきです。 また、 軍事レベルの園顧羞
成の取リ組み （安全保障対話） を活性化させ、 不測の衝突を
回避するためのホッ ト ラインを機能させなければな り ません

反撃能力の行使は、 政府は専守防衛の枠内と述べていますが
、 その態様が 日来覗盟の盾と矛の関係を変えるものであれば
、 専守防衛を逸脱する可能性があ リ ます。 「自公合意に基づ
く 政府の反撃能力」 には廿同てきません。

寸寄戸キ党は、 政府与党が容認 したスタ ン ド ・ オフ防衛能力
等による 「反繋能力」 については以下の懸念を持っ ています

( 1 ) 政府見解では、 「我が国に対する攻撃の希手」 があれ
ば先制攻撃にあたらないとさ
れているが、 正確な羞手判断は現実的には困難であ り、 先制
攻撃となる リ スクが大きい。

( 2 ) 存打危機事態においても、 我が国による相手国領域内
への攻撃を否定 していない。

( 3 ) 反撃能力の行使は、 専守防衛の枠内と述べているが、
その態様が 日米同盟の盾と矛
の関係を変えるものであれば、 専守防衛を逸脱する 可能性
がある。 我が国は、 日米同盟
の基本的役割分担は維持 し、 自衛隊の装備体系および運用は

「必要最小限度」 でなければならない。
以上のこ とから、 「自公合意に基づく 政府の反撃能力」 に

は賛同できません。

5 年llll 4 3 兆円の防衛予算の中身が不明確であ り 貸同できま
せん。 米国の対NAT0 2％要求を援用 したこ と、 軍事費膨張LE
よる国家財政破綻の歴史と経験を無視 している こ と、 建設国
債も復興財源も財源とすべきでないこ となど問悶が多い。

l① ，衛―J0のl
・ 古事序キ帝は我が囚が直面するーニ土＾ rn噂冷の恋化への対応や新領域における矩力声］
上の緊急性や9夏性等に鑑み、 頂に必洒な予nについて積み上げた詰屎、 防面費の一定
の増讀につながったと しても咤解できると社明してきました。 ・ しかC, GDP比2％やS
年で二侶という壇蜃目ばについては 「旦初から数字あ，）き」 にすぎず合呼性を欠いてい
ます。 ・ 大知こ増和すると摂湮が生じ、 陸上イージスのような焦駄につながりやすいと
いう問幽があります口 戦C的年エ119こ茎づき、 優先旧位をつけて積み上げた上で、 効率
的で無駄のなしtm、 之出をしなければなりません。

'⑦その財瀬と しての屯税l
• まず何よ リも、 復興待9麻存粕冴碑は、 未だ復異の途上にある船砒汐坊々の溝
を蹂躙するものであり、 到序9●められるものではあリません。 • その他 取＇）やすいと
ころから取る哲学なき個別税目の粗い撃ちは、 慌てて財源をかぎ蒙めようとする泥織式
の増税であり、 ●l「句日戸の理解を得られず、 合理位 公平性を著しく欠いているとそわ
ざるを得ません， 置設田酎汲用l • 載閃中に戦行郷宮のため公伯か湛発され 我が国の
財政 ・ 経済1こJ4伽四状況をもたらしたことへの反省を苫染と して、 財政法溶仔笠9m
では、 因の鰻出は公債又は倍入金以外の歳入を財亙とすること （非口偽全曇｝ を原割と
し、 国会の道決を経た釜蒙の範囲内で、 公偵を発行し又は倍入金をなすことができると
規定しています 遠設公債の知lj) 、 • その上で、 9妬遠ミ 福田赳夫大鹸大臣 （当時）
は、 防面胃は廿耗応94性格を有することを理由に、 烙設公憤r兵行対象となる公共事茎
＂から陰外することが適当であると 、セF-T弁を行い、 これが政府只解とされてきま し
たC • これらの経緯に鑑みれば、 防衛円の財源と し o駈囚債を充てる上召よ、 慎●な
騒論が必宴であると考えられます＾

原発のの年運転制限制は、 与野党の協議を経た国会の合意で
す。 政府の運転期限の延長方針は、 原子力依存から脱却を求
める国民の意思にも背 く ものです＂ 次世代型原発への建て替
え • 新設は、 后I能な限り 原発依存度を低減する」 と政府自
ら決めたエネルギー基本計画に反 していますc

• 東京泣力福嘉第一原発事故後、 原子力依存から脱却を求め
る国民の意思に基づいて合意された原発の 4 0 年運転制限制
はこれを堅持し、 運転の停止期llllも運転期間1こ算入すべきで
あると考えます。
・ （涅排水、 放射性物質など） 環境への負荷、 廃棄物や廃炉

の問題、 事故 ・ 災害 ・ 攻撃などへの脆弱性など様々な面にお
けるマイナス要因が多 く 、 次世代太賜光共電 （ベロ プスカイ
ト） 、 営農型太陽光発電 （ソーラ ーシェア リ ング） 、 地熱

洋上風力、 小水力、 営農型再生可能エネルギーなどの再生可
能エネルギーの開発に亜点化すべきと考えます。 なお、 エネ
ルギーの移行をは じめとする産業構造の転換に ともなう経済
・ 社会、 雇用への負のインパク ト を贔小化するため、 労働者

を含む関係当事者との積極的な社会対話を行い、 「公正な移
行」 を確保すべきと考えますC

統教会と 自 民党が相互依存関係にある こ と、 特に政権中枢
にまて釈 教会の影響が及んでいる こ とがわかり ま した こ
の自民党政治の体黄を変えなければ日本の政治はよ く ならな
い こ と を改めて痛感 しま した

・ 悪黄な寄付勧誘セ規制する被害者救済法は成立 し
ー

ま したが
、 2 世の人権などを守る取 り組みは道半ばです。 どのよ う な
取 リ組みが必要か、 政治は検討を急ぐべきと考えます。
· I喝 教会の亘了紅組については、 あっせん疑惑の究明が

必要であ リ、 信者の親を持 つ 「2 世」 をめ ぐっては、 これ
以外にも、 信仰を強制された リ 、 自由な恋愛を禁 じるなど、
人権侵害につながるいろいろな事例が報告されてお り 、 抜本
的な対応が必要です。
• 4月 には統一地方選が控えています。 地方議会でも教団と

接点を持っていた事例が明るみになっています。 各党におい
て、 この点は点検の対象と し、 国会議員は当然のこ と、 地方
議員 （候補） も関系を持たないこ とを徹底すべきと考えます

• また、 l嘩ー教会に対する解散命令話求開始後の財産管理
に関する法整錨のための特別立法についても検討を進めてい
ます。

各地域 · 議会内 ・ 政党間、 相違点を相互に尊垂 しながら達携
する政治文化を醸成し、 あ ら ゆる場において自民党政治にか
わる受け皿をつく る こ とが必要です。

・ 予算委員会をは じめ、 各委員会においても衆参の野党各党
とさら に綿密に情報共有を して、 よ リ 充実 した国会審議や追
及を行い国民の負託に応えます。
· 統ー教会、 通園バス、 国葬固地、 大臣の百黄の問題などを

テーマに した野党国対ヒア リ ングを開催 し成果をあげま した
C 特に統＿教会問題では、 被客者、 弁護団、 専門家など当事
者の声を聞 く こ とを垂視 して沫宰呼ヤを実現しま した。 引き
続き当事者の声を聞いて問題解決を図リ、 国民に寄り添った
政治をめざ します。

答） 党政務調査会長代理と して、 野党第一党と しての対案の
取 り ま とめや、 的群罪§発掘チーム （ リ つけんチェ ック） の
リ ーダーの仕事を担います。
党子ども若者応援本部副本部長と しては、 子育て世代や若い
世代の声を踏まえた政策提案に取 リ 組みます。
現政権が進める政策を し っ か リ 質すと ともに、 これまでの行
政を しつかリ監視 し、 改善に向けた対案実現を徹底 して促 し
ていきますu

答う 2023 年も引き続き物価乃上昇が続く こ とが予想され、
賃金の上昇が追い付かなければ暮ら しの負担は増大 し続けて
しま う こ とから、 貸上げに向けた取組みや物価高脳対応の経
済対策を行うべきと考えています。
と り わけ、 中小企業が費上げしやすい環境を作リ、 経済の好
循環を実現する こ とは喫緊の課題です。 具体的には、 賃上げ
の原資を確保できる よ う 、 積極的な価格交渉や適正な価格転
嫁などによ って下請取引を適正化するため、 迅速かつ実効性
のある対策を実施するべきです。

答） 子どもたちがいきいきと生活 し成長できる環境を実現す
るために、 人生のさまざまな困難や壁をできるたけ減ら して
、 一人ひと り の子ども ・ 若者の人生選択の幅を広げる こ とで
、 結果と して少子化対策につなげたいとの思いで取 り組みを
加速しています。
2022 年 3 月 には、 党子ども子育てプロジェク ト チーム座長と
して取 リ ま とめたチル ド レンフ ァ ース ト を貫 く 議貝立法 「子
ども総合基本法」 を筆頭提出者と して衆議院に提出 しま した
。 子ども政策予算の信増 （対GDP 比 3％以上） 、 子どもの権
利擁―護のための子ども コ ミ ッシ ョ ナーの設置、 子どもから若
者まで切れ目のない支援｀ 子どもの意見表明権の確保、 児童
手当 ・ 児童扶衰手当の拡充、 子どもの臼困対策、 0 歳から 18
歳の子どもたちの政策に関わる役所の事務を一本化する子ど
も省の設匹を盛り 込んだ内容です。 それぞれの政策項目の実
現に向けて、 引き続き取 り組んでいきます，9

答） 世界の平和、 安定と繁栄を推進するために、 自由、 民主
主義、 法の支配、 基本的人権の尊菫に基づく 自由で開かれた
国際秩序の維持 ・ 強化を推進 し、 国際法の諸原則を基礎と し
た国際的なルー1げFり を主ねするなど、 積極的な平和創造外
交を展開するべきです。
イン ド太平洋地域の経済的な影響力が増 し、 世界的なパワー

バランスに変化が起こ り つつある中で、 米中の対立が地域の
緊張が高めています。 中国とは首脳会談をは じめ、 緊密な意
思疎通を行い、 幅広い共通利益や具体策を探リ、 また軍事レ
ベルの信頼醸成の取り組みを活性化させホッ ト ライ ンを機能
させるなど、 安全保忠の対話を推進するべきと考えています

なお、 中国の一方的な主張に基づく 、 尖閣諸島周辺でのわが
国に対する挑発行為や、 南シナ海での現状変更の試みは、 国
際法違反であ り 、 これに対 しては国際社会とともに国際法の
遵守を毅然と して求めるべきです。
= -= 
答） 政府が取り ま とめた国家安全保陸戦略をは じめとする政
府三文書は、 政府から＿切の具体的説明も、 国会での議論も
、 国民的合意もないまま に、 政府がこ れまでの防衛政策を大
き く 転換させる 「反繋能力の保有」 が記載されている こ とか
ら、 大きな問題であ り、 容認する こ と はできませんc 「反撃
能力の保有」 は次の理由から賛同できません。
①政府見解では 「我が国に対する攻撃の着手」 があれば、 先
制攻撃にあたらないとされているが、 正確な蒼手判断は現実
的には困難であ り、 先制攻繋とみなされる リ スクが大きい。
②いわゆる存立危機事態において、 我が国による相手国領域
内への攻撃を否定 していないc

③ 「反撃能力の行使は、 専守防衛の枠内」 と述べているが、
その態様が 日米同盟の盾と矛の関係を変えるものであるなら
ば、 それは専守防衛を逸脱する可能性がある。 我が国は、 日
米伺盟の基本的役割分担を維持 し、 自衛隊の装備体系および
竺よ 「必要嘉j渭渡」 でなければな らない。

否ア
ー

府が取 り ま とめた国家安全保院戦略をは じめとする政
府三文書は、 政府から＿切の具体的説明も、 国会での議論も
、 国民的合意もないまま に、 政府がこ れまでの防衛政策を大
ぎ く 転換させる 「防衛費 GDP 比2%」 が記載されている こ と
から、 大きな問題であ り 、 容認する こ とができません。
真に必要な予算を積み上げた結果と しての防衛費の一定の増
額はあ リ える と考えていますが 政府が示 した、 防衡費を 5
年間で 43 兆円、 5 年後には GDP 比 2％の約1 1 兆円に倍増さ
せよ う とする方針は、 積み上げになっていない数字あ り きの
額であ リ、 合理性に欠けています。 国会での説明も議論もな
しに、 こ の よ う な大幅増を決め、 しかも歳出改革の具体的プ
ランも示さぬまま、 復興特別所得税を含む囲配岬tを行うの
は論外です。 防衛塁に建設国債を充てるのは禁 じ手です。 か
つて我が国は戦時国債を乱発 し軍拡も戦線拡大も止められら
ずに敗戦し財政も破綻状態とな り ま した。 建設国倍での防衛
費調達は撤回するべきです。

答） 地域ごとの特性を生か した再生可能エネルギーを基本と
する分散型エネルギー社会を構築 し、 あらゆる政策資源を投
入 して、 安全で安定的なエネルギ�を実現するべきです

答） 吝法二十条に規定される と お り 、 信教の自内は尊菫され
るべきです。 信者による霊感商法や多額の献金が問題にな り
刑享事件や民事訴訟が起きる こ とで宗教法人によ り 公共の福
祉が客されている可能性がある場合には、 政治家は宗教法人
に対 して慎重に対応するべきです。

答） 市民と野党の連携、 野党間の連携は必要です，， 市民と野
党 野党間が連携する こ とで、 政治に緊張感が生 じ、 結果と
して、 日本の政治を変える こ とができる と考えています。

国会議員と して、 あらゆる分野の法改正、 立法準備、 施策論
議に参画 したいと考えます，， なかでも 「次の内閣 総務大臣
と して、 総務分野全般には目配せ しています。
市長時代、 地方自治に携わった経験を活か して、 地域の自主
性と 自立性を展大限に発揮できる社会の構築を目指 します，9

地域活性化、 行政のデジタ／Hヒ推進、 郵政事業や消防への支
援充実、 マイナカー ド活用促進、 情報通信 · 放送の安全性 ・
中汀性への議論等にも専門家や地域の声を聴き、 民惹を反映
させ、 しつかり と取り組んでまいり たいと考えます。

実質貸金は 2012 年から下が り続けています。 何か一つの施
策で窮状を脱する こ とは出来ないと考えます。
そのため、 既に我々は昨秋、 止ま らない円安への当面の対策
について財務省や日本銀行に申 し入れを行 う と 共に、 国内需
要の喚起に、 温業や医療そ して教育にも しつかリ と財政出動
をする よ う 政府に訴えま した。 具体的には、 消費税を時限的
に 5 ％引き下げ、 年金額の上乗せ ・ 低所得裔齢者への支援、
金融緩和見直 しなどが考えられます。

単に 「少子イし を生まれて く る子ども にだけタ ーゲッ トを当
てるのではな く 、 産み育てやすい支援を今こそ国が リ ー ドす
る必要がある と考えます。 子どもを持ちたいと思う ご夫婦へ
は不妊治療への手厚い支援、 出産育児金の充実， 子育て環境
整においては、 地域 ・ 瞬場 ・ 家庭 ・ 行政など、 子を持つ者
が問与する様々なフェ ーズで、 国からの支援が必要である と
考えますC

我々は昨年末、 「子育て ・ 若者緊急支援法案」 の捉出や、 「
子ども ・ 若者応援本部」 を立ち上げ活動をおこなっ ています

中国との向き合い方は現下の最大の外交課題である と考えま
丸 尖閣諸島をは じめ様々な懸案はあるものの、 中国との安
定 した友好的な関係の構築は安全偲団哀境の改吾に最も大き
な影密があ リ ます。 何よ り も、 日中双方は互いに 1 位、 2 位
の貿易相手国であるこ とから、 TPP については米国の復帰を
求めつつ、 中国についても志水準を満た した上での参加など
、 安定 した 「協商関係」 を築いてい く 必要がある と考えます
。 首脳会談をは じめ、 緊密な意思疎通を行って、 幅広い共通
利益や協力の具体策を探るべきであ る と も考えますe

「我が国に対する攻撃の着手」 への正確な判断は現実的には
困難であ り 、 先制攻撃となる リ スクが大きいと考えます。 存
立危機事態においても、 我が国による相手国領域内への攻烙
を否定 していない点も問題です。 加えて、 我が国においては
、 日米同盟の茎本的役割分担は維持 し、 自衛隊の装備体系お
よび運用は 「必要晟小限度」 でなければな り ません，， よ っ て
、 「自公合意に基づく 政府の反撃能力」 には賛同できないと
考えます。

①5 年間で N A T O並みのG D P 比2％に倍増は問題です。
宇宙、 サイバー、 電磁波、 情報戦など新たな領域におけるセ
キュ リ ティ、 対処能力向上、 ミ サイル防衛強化｀ 自衛隊の基
礎的部分の予算の拡充など、 栢み上げの結果、 防衛費が増加
する こ とはあっても、 数字あ リ きの増額は合理的でな く 、 こ
れでは全く の無駄にな り ます。 国会で厳し く 査定 してまいリ
たいと考えます。
@財政法の 4 条 3 項に規定されている公共事業の範囲に防衛
省の予算は含まれていません，， 防衛省施設であっても、 建設
国1'1iをあて る こ と は行われていません し、 も し、 変えるなら
相当な議論が必要ではないで し ょ うか。

吠変残念です，， 4 0 年ルールも、 当時、 国民的な世論調査
も行い、 国会での議論も行い、 与野党の中で決めてきた経過
も あ り ます，， 原子カエネルギー、 原発の最大限の活用という
こ と になって しま う と、 再生可能エネルギーの市場にも大き
なブレーキがかかリ かねないと考えます。
安定供給を前捉に しながら、 原発に対する依存をな く してい
く 。 原発から脱却 して新 しいエネルギーにシフ ト してい く 。
この方向性を少な く とも我が国は持つべきだと考えます。
②処分場の閑顆を避けて通れません。 このこ と について
首相は何も語ってお り ません。 原発技術の持つ長所や短所、
両万あるのかも しれませんが、 短所に触れず、 元に回帰を し
ていく 施策の方向性は問題あ リ と考えます。

衆議院では、 三権の長たる議長こそが、 教団との接点と親密
性を問われてお り、 我々が求め続けていた記者会見などでの
対応には一向に応 じていません。 昨年、 議運における非公開
とされたや リ 取 り ともあわせて、 ＃引きを図 リ たいのが見え
てきお リ、 一屈疑念が深まったと考えます。

先の臨時国会では、 協力する こ と で今までできなかった こ と
ができた。 例えば、 旧統一教会問題での被害者救済法の成立
です。 首相にやる気はな く 、 それを追い込んで、 中身は十分
とは言えないが、 重要な第＿歩を示すこ とができた事は、 共
闘の意義だと考えます。
このよ う に、 お互い共岡でき る と こ ろは、 他の野党とも共関
していご う というのが基本姿勢である と考えます。

共産 ・ 仁比聡平参議院議員

〇わかリ やすい政治
〇防災減災対策
0く ら しの底上げ、 底支え
〇給付型奨学金の拡充
〇福岡県民 と と も に進む

0インボイスの少な く とも延期

()4LDKJ.;(上の住宅を安価に供給
〇子育て世代への手厚い給付
〇奨学金拡充

〇人権に配戌 した外交政策
〇平和を前提と した経済交流 ・ 人的交流

〇専守防衛と現実的対応

〇防衛予算は必要だが、 復興税や国償の流用には議論が必要

C籾②の前に研究者の不足3 研究者がいない現状を足正する
必要あ リ

C年の法案成立だけでは不十分な点を改善、 改正 してい く

〇党派を超えた国民、 県民のための政治を推進
〇国政選挙について参議院は共闘が難 しい状況もあ リ

どんどん悪化する財政、 人口減にえもいわれぬ危機感を持っ
ています。 その他、 アベノ ミ ク スで自縄自縛になっ た経済政
策の出口をどう見出すのかという点についても、 論戦で垂視
しています。

円安誤導を繰リ返 してきfゴも果、 日本という 国の価値が下が
ってきています。 その結果、 世界で貧 しい国へと転落 しかね
ないとの危機感を持っています。 インフ レが進む中、 喫緊の
課と して 「賃上げ」 が必要だと思いますが、 その前据と し
て働いた分をきちんと価格に転嫁する環境を作る事も大事で
す （そ う しない場合、 企業業績の悪化によ って賃上げをする
事にな り かねないので） 。

日本における 「静かなる有事」 だと思っています。 こ ども予
豆を増やす事は大切ですが、 予冥を増やせば少子化の解消に
向かってい く というのは少 し論理の飛躍があると思っていま
す。 こ どもを持ちたく なるインセンテ ィ ブ、 こ どもを持つ享
についての情報提供、 そ して、 こ どもを持てる経済状況が全
体と して一体にならないと駄目だとの見解です。

沖縛政策 （基地問題と地域振興）

消四税減税 ( 3 年間税率ゼロ。 財源は大企業の内部留保1こ課
税）

子を産み、 育てるための雇用 ・ 保育環境の整備 （可処分所得
の向上、 保育所整備、 働き方改革など）

（冴創面高騰対策 (2)大軍拡、 大増税問題

・ 賃上げと消費税減税 · インポイスの中止、 電気 ・ ガス ( L
P ガス含む） 料金引き下げの抜本強化。
・ 飼料、 肥料、 燃料汽騰分への直接補てん

・ ワーキングプアの解消。 低臼金で、 結婚も子育てもできな
い現状の打磁 非正規雇用をな く す。 臼金引上げ。 税負担の
軽減

• 長時間労働をな く す。 1 日8時間働いて普通に暮らせる社会
に。 男女の賃金格差をな く すe

・ 教育円の負担を減ら す。 学円の無償化つ 大学、 専門学校等
の学棗はいます ぐ半額に。 入学金の廃止 奨学金は貸与から
給付へ』 学校給食費の無侶化等。

・ 子育てにかかる負担の軽減っ 児童手当の所得制限撤廃と 引
上げ。 保育料、 紅雌園授業料の無償化

安保3文召 と 日 米合意にも とづく 敵基i胆友茫能力保有の大拒
拡 ・ 大増税撒回、 平和外交への転換

消費税5％への緊急減税 ・ インボイス導入中止、 時給7 500Pl
ヘ冠円引き上げなど抜本言上げ、 教育の無償化、 扁齢者医療
費負担増撤回、 異常円安と株高 ・ 格差をもたら した金融政策
の正常化など、 く ら し と内需中心の好循への転換

雇用の正規化と抜本阿上げ、 学校給食を含む教育の無償化、
子ども医掠四無償化

積極財政、 平和外交、 原発政策。 ジェンダーフ リ ー推進0 生
活困窮支援。 民間教育推進、 柔道整復師活躍、 中小零細企業
支援。 だれ一人取 リ 残さない ！

消費税廃止、 積極財政

教育無償化、 奨学金徳政令

近年の中国の国際社会における立ち振る舞いを見ていると、
一定の竹威になっている専は否めません。 したがって、 一定
の安全保障上の備えは必要です。 しか し、 一方で有事となら
ないよ うな外交政策が重要となってきます。 現在の安保 3 文
著改訂で、 今後、 どのよ うな外交を展開 してい く のかが必ず
しも十分に語られていない事は懸念 しています。

一定の安全閑葦上の備えi該沼Eだと思います。 一方、 具位的
にどのよ う な脅威があ り 、 それを抑止するためにどのよ っ に
備え、 何をするのかについては、 必ず しも国民各位に十分に
理解されているとは思いません。 雰囲気だけで 「イケイケど
んどん」 になる事は戒めるべきだと思います。 日本を守るた
めに、 必要な事を過不足な く やる と い う 基本に立ち返った議
論を国会でやっていきたいと思いますc

現下の状況で防衛のためにどの程度の予算が必要なのかにつ
いては、 政府の数字を う のみにせず精査 したいと思います。
財源と して赤字国債を充てる事には明確に反対です。

安全性が確保された原子力発屯所については活用すべきです
が、 その際には安全性等について慎豆な審査が求められます
c 結論あ リ きになる事は厳に不可ですじ

まず、 私は旧統 教会とは関わ り が＿切あ り ません。 1日統一

教会については、 法令に違反する行為があれば、 法に基づい
て裁かれるべきです。 また、 ＿般論と して、 特定の宗教団体
の考えが政策を左右する事についてはあってはならない事だ
と思います口

現在、 私は無所届の立場ですので、 政策で一致出来る所では
幅広く 連携 し、 政府に正々堂々 と対峙 していきたいと思いま
す。

対立ではな く 対話を正ん じる関係 （経済 ・ 文化交流を通 じた
友好関係）

反対。 専守防衛を放稟するもので違甚

中国による束シナ海や南シナ海での覇権主毅的行動、 香港や
ウイグルでの人権侵害は 決 して許されずやめるべき。 中国
の覇権主義、 人権侵害は社会主義と は無縁であ り 、 共産党の
名に値 しない。
国連憲章と国際法に基づいて、 冷静な外交的な話 し合いで問
題を解決する。 軍事ブロ ックをつ く つて対立を深めるべきで
はない。 東アジアの非核化、 平和の構築に向けての各国の外
交努力が求められている。
経済一つと っても、 中国との交易、 交流な しに日本社会成リ
立たない。 恒久的に対等、 友好の国家間であらねばならない

言語道断。 敵基地攻撃能力は、 憲法達反の先制攻撃3 高射程
のに距既ミサイルが沖縄、 九州の配備され、 米軍に追従する
なら報復の標的となる。 日本を戦場にする、 戦後防衛政策の
大転換を許 してはならない。

覇権主義に反対 し、 軍事ブロ ックの対抗ではな く 、 国連憲益
と国際法にも とづく 政治的対話、 交渉、 調件その他平和的手
段による紛争解決の平和外交を不断に深める。 日 中 関係をふ
く む戦争の心配のない東アジア地域をきずく ため、 A S E A
N が呼びかける東アジアサミ ッ ト を全ての国を包摂する平和
の枠組みと して強化 し、 東アジア規模の友好協力条約を展望
する。 唯一の戦争被爆国と して、 核兵器禁止条約を批准 し、
核兵器廃絶の先頭にたつ。

政府がまが り な リ にも唱えてきた 「専守院蔚」 も投げ捨て、
憲法9条が保持を禁ずる 頃罪屁戸軍その他の戦力」 に大変貌
させる こ と になる。 抑止力論は虚構 米中の覇権争いと軍事
的緊張のも と、 集団的自衛権と敵基地攻翌能力保有の大寮拡
は、 自衛隊を米軍といよいよ---#化 ・ 融合させ｀ ひとたび室
串衝突が起きれば、 沖縄 ・ 南西諸島をは じめ日本が攻烙対象
とされ焦土と化すこ と になる。 胆議決定の撤回、 大軍拡の中
止のために国会内外で闘います。

平和外交 しかない

外交努力に注力 しない政府のツケを国民が払う こ と になって
しまった

反対。 むしろ軍拡予算を削減 し、 生活支援や教吉 • 福祉政策の
ための財源に回すべき

反対。 原発ゼロ、 自然エネルギー100％社会の実現をめざす
べき

1日浣ー教会は反社会的な宗教団体。 そのよ うな団体と政治家
が結びつ く こ と 自体が問題

l) ーフ レッ ト に記された設立趣旨や目的、 活動h' 社などに全
面的に焚同 します

財務省はこれまでの防衛費について、 「他の経費を削減する
こ と によ って、 手厚い増額を確保」 と嘔減“を諒めている。
軍事費倍増となれば、 国民生活を貶める こ とは明白である。
これまで防衛費を起侶で調達 してこ なかったのは、 戦時中の
軍事国伯が戦争を拡大させ、 国民生活を毀損させた痛苦の教
訓によるもの国債に頼るのは、 戦争の教訓を踏まえないまさ
に戦争国家づく リ の現れ3 増税も論外。
世論調査でもそのいずれに反対多数となつている。 国会での
論戦、 国民運動で大軍拡をやめさせる。

福島事故の教訓を全 く 踏まえぬもので、 絶対に許せない。 ロ
シアのウク ライナ侵略を見ても、 原発は攻整の標的にとなる
こ とが明らかに。 危険な原発は人類と共存できない。 原発ゼ
ロヘ。
九州電力で始ま った再生可能自然エネルギーの出力制御は、
他の地域にも拡大。 原発稼働を再エネよ り優先する給電ルー

ルを見直 しさせる。 九州は再エネの宝眠 九州から脱原発、
脱石炭の流れを。

日本共産党は反社会的カル ト集団 茄 教会の無法許さず、
碑にわたってたたかっている。 間違った 「家族感」 等の押
し付け、 改憲 ・ 軍事増強、 同性婚や多様性を認めない政治を
国会議且、 地方―過凸を活用 して求めてきたのは率実
政府と して、 政党と して、 議員と して、 統一協会と関係を断
ち、 それを自主的客観的に検証する こ とが大翫

財務金融委員会に所属 し、 党の財務金融部会長を していま す。
消棗税の減税、 イ ンボイスの中止で、 野党の共同を呼びかけ、
昨年 6 月 に 4党位震、 共産、 れいわ、 社民）による共司法案を衆
議院に提出 しま した。
また、 インボイスを検討する超党派議距麒§が立ち上が リ 、 す
でに 4 回の市民 ・ 団体ヒア リ ング会合を開催 しています。 こ
ヶ月 で国民の中の関心も広がっています。
各党の目指す方向や政策の違いはあれども、 政権の間違いを正 U
、 要求の一致点でともに行動する こ との意義を毎日のよ う にかみ
しめていますu

市民と野党の共同は大きな力で丸 市民連合の存在と役割は宝
であ り、 民主主義の発展の推進力と考えます。

この国の立憲主義、 平和主義、 民主主義を取 リ 戻すために、 市
民連合ふ く おかの活躍を期待してやみません。

「G D P 2 ％あ り き」 「5年で43兆円」 大軍拡は ト ラ ンプ政
権以来の 「爆買い」 要求に従って際限ない拒拡1こ踏み出すも
の。 F M S などその浪費性も深刻。 国債使用は先の侵略戦争
の反省に立つ国信法斉厄 政府与党は財源議論を先送 り して
今国会を こまかそ う と しているが、 く ら し ・ 社会保障予算の
削減、 消費税をふく む人増祝に進むこ とは明らか，， 断固反対
します。

72年経つてもふるさ と に戻る こ とができない3.1 7 の取 リ 返 し
のつかない被害を忘れ、 国民の命と く ら しを危機にさらす原
発回帰は許されません。 700％国産の再生可能エネルギー中
9区りエネルギー政策転換をすすめます。

岸信介元首相以来、 半世紀におよぶ自民党と統一協会の深い
翻の疇には、 反共、 誼、 ジェ ンダー平子の彫があ
り ます。 自民党政権にその反省はな く 、 地方政治をは じめ公
然と開き直る向きもあ リ ます，， 反社会的不法行為と人権侵害
、 国民主権と地方自治を歪めてきた、 閤の一掃のために引き
続き奮閾 します。

市民と野党の共闘を再構築 し、 岸田政権を解散総選挙に追い
込み新 しい政治をもとめる、 新 しい政治の流れをつく り だす
ために、 迫る 一 斉地方選挙で勝利をかち と り ます。

積極財政によって国民生活を豊かにする

反対。 本気で再生可能エネルギーを普及させる

団体との癒若の結果

国政の流れを一緒に変えていきま し ょ う ！

https://drive.google.com/file/d/1lzCaXuT5gvEpKg5EBjZyAJatDWyY8tYG/view

